ヤマナシケン ノ ジンコウ オヨビ コジン ショトク データ ノ スイケイ ト コウサツ by 齊藤 実 et al.
山梨県の人口および個人所得データの推計と考察
著者名(日) 齊藤 実, 笠井 易
雑誌名 山梨学院大学経営情報学論集
巻 15
ページ 1-23
発行年 2009-02-08
URL http://id.nii.ac.jp/1188/00000278/
まえがき
　近年の地方の疲弊は顕著であり、大都市部と
地方の格差は大きくなるばかりである。東京・
大阪・名古屋など大都市部への人や富の偏在は
明らかである。全国のほとんどの地方は、すべ
ての面で衰退を余儀なくされている。山梨県も
典型的な疲弊地域である。今後さらに迫ってく
る危機的状況は、統計的なデータの将来推計に
よって定量的に明確化できる。
　そこで、本報告においては、山梨県の将来人
口と個人所得データの推計を適切な手法に基づ
いて行った。人口推計においては、コーホート
要因法を用いている。平成47年（2035年）ま
での人口時系列および人口階層別を推計してい
る。本県の人口は、近い将来減少傾向が大きく
なることが予想される。また、本県の高齢化の
進行は、全国平均よりも早いことも明らかにな
り、大きな懸念要因と言える。
　一方、個人所得データの推計においては、雇
用者報酬および個人企業所得に該当する税務統
計情報に基づいて推計している。本県の個人所
得も全国水準よりも低く、特に近県に比べて大
きく見劣りすることを明らかにしている。
　このようにして今回独自に推計した情報に基
づいて、山梨県の現状と将来の課題を分析した
うえで、打開のための考察をいくつか加えてい
る。
1 ．人口の推計について
1．1　将来人口推計の目的
　一般に、人口推計は、行政の施策計画、開発
計画、経済活動計画等の立案に際し、それらの
前提となる人口の規模および構造に関する基礎
資料として、広範な分野において利用されてい
る。また、人口変動要因である出生、死亡、移
動が人口に及ぼす影響を分析する。さらに、様
々な行政施策等が人口変動に及ぼす効果を分析
するものである。
　地方自治体においては、人口推計は、都市づ
くりの基本指針となる総合計画や都市計画マス
タープラン、道路計画、介護保険計画、上下
水道計画などの事業計画を策定するうえで非常
に重要なデータといえる。すなわち、自治体の
5 年、10年、20年後の中・長期の目標・計画
を立案する場合の根拠となる将来の人口を推計
することは、最も基本的でかつ重要な事柄であ
る。
1 ．2　人口推計の方法
　まず、人口推計の種類としては、統計が存在
しない過去の人口を推計する遡及推計、国勢調
査（ 5 年間隔）の年次間人口を推計する補間推
計、そして将来の予測人口を推計する将来推計
がある。
　一般に、人口推計の方法としては、以下の 6
つに分類される。
　　①　数学的方法… 過去のデータをもとに回
帰式で推計
　　②　要因法… 出生数、死亡数、移動数から
人口総数を計算
　　③　社会経済指標を用いる方法
　　　　　　　… 社会経済変数と人口の相互関
係を数式化して計算
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　　④　移動マトリックス法
　　　　　　　… 転出先、転入元など移動数に
基づき推計
　　⑤　世帯年齢分布法…世帯数をもとに推計
　　⑥　 コーホート法（コーホート要因法およ
びコーホート変化率法）
　　　　　　　… 同期間に出生した集団（コー
ホート：cohort）の時間的変
化に注目して推計
　これらのうち、現在最も普及している人口推
計の方法は、コーホート要因法である。ただし、
市町村のような小地域についてはコーホート変
化率法の方が適しているが、最近（2000年前後）
のように増加方向が不安定な時期（極大点）に
は変化率法は方向性が定まらないので使用しに
くい。
1 ．3　将来人口の計算式
　将来人口を推計する計算式は次のとおりであ
る。
　［将来計人口］＝［封鎖人口］＋［移動人口］
　ここで、封鎖人口とは、ある地域で転出入が
一切なく変化した人口である。この場合、その
地域で生まれた出生数も含む。
　［封鎖人口］＝［基準人口］×［生存率］
　・基準人口： 国勢調査など推計のもととなる
基準年の人口
　・生存率： 生命表などをもとにした次世代へ
の生存する確率
　移動人口とは、ある地域に常住する人口に、
その地域へ転入する人口を加え、その地域から
転出する人口を差し引いた人口である。この場
合、その地域で生まれた出生数の転出と、他地
域で生まれた出生数の転入も含む。
　［移動人口］＝［基準人口］×［社会移動率］
　・社会移動率：ある地域への流出入率
　出生数とは、女性が一生で出産した子供の数
であり、統計的には15～49歳で出産した子供
の数である。すなわち、［出生数］＝［女子人口］
×［出生率］となる。なお、出生率（合計特殊
出生率）とは、女性の年齢別出生率を15～49
歳にわたって合計した数値である。
　以上の計算式を 1 年単位で繰り返すことで、
数年先の人口を推計できる。この考え方を使っ
た推計方法が、コーホート要因法であり、人口
学において確立されて国際的にも一般的な推計
方法である。国勢調査（基準人口）や各種係数
（生存率、社会移動率など）が 5 年ごと集計ま
たは計算されているので、実際は 5 年刻みで推
計することが多い。例えば、20年後はこの推
計方法を 4 回繰り返すことで求めることがで
きる。
1 ．4　コーホート要因法
1 ．4．1　推計方法の概要
　基準人口（男女別、5 歳階級別人口）から出
発して 5 年間の生存率、社会移動率を乗じて
5 年後の将来人口を計算する。5 歳階級とは、
5 年毎に生まれた人の集団のことである。また、
その 5 年間に生まれた子供は、女性人口（15
才～49才）に出生率を乗じて、さらに出生性
比から男女別出生数を計算する。
　以上のことを5年間隔で繰り返すことで、将
来人口を計算する。総人口は、男女別年齢階級
別人口の合計である。
　この方法には次の 5 つの数値が必要である。
　（1）基準人口： 国勢調査の人口（平成17年
など）
　　　　　　　※　 国勢調査は、5 年間隔で西
暦の下 1 桁が 0 か 5 の年
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に実施される。つまり、平
成17年（2005年）が現在
においては最新値である。
　（2）出生率： 「都道府県別将来人口推計（国
立社会保障・人口問題研究所）」
の5歳階級別数値（15才～49才）
　（3）生存率： 「都道府県別将来人口推計（国
立社会保障・人口問題研究所）」
の男女の 5 歳階級別数値
　（4）社会移動率： 「都道府県別将来人口推計
（国立社会保障・人口問題
研究所）」の男女の 5 歳階
級別数値
　（5）出生性比： 「都道府県別将来人口推計
（国立社会保障・人口問題研
究所）」より、女子：男子＝
100：105.4を使用する。（平
成17年公表値）
　　　　　　※　 出生性比とは、生まれた子供
の性別が女100人に対する男
の割合である。
1 ．4．2　 具体的な計算方法（コーホート要
因法）
　例題として、架空のＡ市について、2000年
（平成12年）の人口をもとに2005年（平成17
年）の人口を推計し、最終的に 5 年毎20年後
の2020年（平成32年）までの人口を推計する
ことにする。表 1 に流れ図（フローチャート）
をあわせて示す。
ステップ 1
　2000年国勢調査の人口（男女別、5 歳階級別）
を基準人口（年齢不詳は按分して振り分ける）
として、それに生存率（2000年～2005年）、社
会移動率を乗じて 5 年後（2005年）の人口（ 5
～85歳以上）を計算する。
ステップ 2
　15～49歳の女性が子供を生むと仮定して、
「2000年の15～49歳の女性」と「2005年の15～
49歳の女性」の階級別平均値に出生率（2000
年～2005年）を乗じて、さらに 5 倍して 5 年間
表 1　人口推計（フローチャート）
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の出生数（ 0 ～ 4 歳）を計算する。
ステップ 3
　ステップ 2 で求めた 5 年間の出生数（ 0 ～
4 歳）に、0 ～ 4 歳の生存率（2000年～2005
年）、0 ～ 4 歳の社会移動率を乗じて 5 年後
（2005年）の人口（ 0 ～ 4 歳）を計算する。
ステップ 4
　ステップ 1 とステップ 3 で求めた人口を合
計して、5 年後（2005年）の人口とする。男女
を合計することで、総人口とする。
ステップ 5
　この計算過程を2005年（平成17年）～2020
年（平成32年）まで繰り返して行う。（後 3 回
繰り返す）
2 ．山梨県の人口の現状と推計
2．1　人口時系列の推計
　国勢調査の結果および国立社会保障・人口問
題研究所のデータに基づく、前章の将来人口の
推計方法による算出結果を山梨県の人口時系列
として表 2 に示す。また、現在の山梨県の人口
と世帯数（市町村別）を表 3 に示す。これらの
結果から以下の事柄が言える。
　・ 昭和20年に10万人以上増えた原因は、終
戦による影響である。
　・ 昭和60年以降、堅調に増加した理由は、
昭和57年に中央自動車道が全線開通した
影響である。
　・ 平成12年の888千人が本県の人口ピーク
（極大値）である。
　・ 平成17年の884千人から本県の人口は減少
を始めると予測（推計）される。最新の
山梨県常住人口（平成20年 8 月 1 日）は
873,393人であった。主な減少原因は出生
率（合計特殊出生率）が昭和46年の2.16か
ら低下が始まり、平成16年には1.29まで下
がったことによる。参考までに、長期的に
人口を維持できる水準（人口置換水準）は
2.07である。
　・ 全国の人口時系列表を表 4 に示す。全国
では平成17年の127,768千人が人口ピーク
表 2　人口時系列表（山梨県）
山梨県の人口および個人所得データの推計と考察（齊藤　実・笠井　易）
― 4 ―
（極大値）で平成22年から減少を始めると
予測される。本県の方が全国よりもピーク
時と減少始期が 5 年早いことになる。
　・ 人口推計結果から、5 年ごとの減少幅は増
加し続け、平成47年には74万人にまで減
少する。
表 3　山梨県の推計人口と世帯数
表 4　人口時系列表（全国）
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2 ．2　人口階層別の推計
　平成17年（2005年）～平成47年（2035年）
の山梨県の年齢階層別および男女比などを推計
した結果を表 5 に示す。また、平成17年（2005
年）～平成47年（2035年）の山梨県の 5 歳階
級表および統合階級表を表 6 ～12に示す。さ
らに、推計過程の例として、表13に平成17年
（2005年）～平成22年（2010年）までの 1 回分
の計算シートを示す。同様に、平成17年（2005
年）～平成47年（2035年）の全国の年齢階層
別および男女比などを推計した結果を表14に
示す。
　これらの算出結果から以下の事柄が言える。
　・ 老齢人口（65歳以上）の割合は平成17年
で21.9％であるが、平成32年には30.5％と
3 割を超え、平成47年には36.3％と 3 割
5 分なり全体の 3 分の 1 を占めると予測
される。
　・ 生産年齢人口（15～64歳）の割合は平成
17年で63.7％であるが、平成47年には53.4
％と約1割減少し、全体のほぼ半分しか占
めないと予測される。
　・ 年少人口（ 0 ～14歳）の割合は平成17年
で14.4％であるが、平成47年には10.3％と
約 4 ポイント減少し、全体のほぼ 1 割しか
占めないと予測される。
　・ さらに老齢人口（＝A）1 人を何人の生産
年齢人口（＝B）が支えるかの指標をＣ（＝
A÷B）とすると、平成17年には2.9でほぼ
3 人であるが、平成32年には1.9となりほ
ぼ 2 人、平成47年には1.5とさらに生産者
への負担がかなり大きくなることが予想さ
れる。
　・ 全国についてもそれぞれの階層では本県と
同じ傾向にあることがわかる。しかし、全
国と比較すると、老齢人口では平成17年
表 5　年齢階層別・男女別人口（山梨県）
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表 6　人口推計（山梨県）：平成17年（2005年）
表 7　人口推計（山梨県）：平成22年（2010年）
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表 8　人口推計（山梨県）：平成27年（2015年）
表 9　人口推計（山梨県）：平成32年（2020年）
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表10　人口推計（山梨県）：平成37年（2025年）
表11　人口推計（山梨県）：平成42年（2030年）
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表12　人口推計（山梨県）：平成47年（2035年）
表13　人口推計（計算シート）：山梨県
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で本県はすでに1.7ポイント大きく、平成
47年には2.6ポイントとさらに全国との格
差が広がると予想される。その影響で、生
産年齢人口では平成17年で本県はすでに
マイナス2.4ポイント小さく、平成47年に
はマイナス3.4ポイントとさらに全国との
格差が広がると予想される。年少人口では
平成17年で0.7ポイント大きく、平成47年
で0.8ポイントとほぼ同じ格差が予想され、
少子化の部分だけは本県と全国は同様の状
況であることが分かった。
3 ．個人所得の推計について
　マクロ経済において、県民所得は次のような
式で表されている。
　［県民所得］＝ ［雇用者報酬］＋［財産所得］
＋［企業所得］
　雇用者報酬とは、雇用者が労働の対価として
雇主から受け取る報酬である。具体的には賃金
・俸給、社会保障基金及び年金などである。
　財産所得とは、金融資産、または運用で受け
取る所得である。受け取る主体により次のよう
に分類される。
　①　 一般政府…国、県、市町村が受け取る財
産所得である。
　②　 家計…各世帯が受け取る財産所得であ
る。
　③　 対家計非営利団体…利益追求を目的とす
ることなく家計へ利益を提供する団体を
意味し、たとえば、労働組合、政党、宗
教団体、私立学校などである。この団体
が受け取る所得である。
　企業所得とは、営利追求を目的として活動を
行う企業に帰属する所得である。受け取る主体
表14　年齢階層別・男女別人口（全国）
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により次のように分類される。
　①　 民間法人企業…民間で経営する企業の所
得である。
　②　 公的企業…公務で経営する組織の所得で
ある。
　③　 個人企業…第 1 次、第 2 次、第 3 次産
業で個人が経営している企業の所得を意
味する。
3 ．1　県民所得の構成比について
　「県民経済計算年報（山梨県）」から県民所
得の構成比を調べる。次表のとおり、平成17
年の実数および平成 8 年から16年までの構成比
（平均）を示す。
　雇用者報酬（76.1％）と個人企業所得（11.6
％）の構成比の総和は87.7％となり、この 2 項
目で県民所得の約 9 割を構成していることが
分かる。そこで、「雇用者報酬」と「個人企業
所得」の所得階級を調べることで、県民の所得
構成を知ることができる。
　各個人の所得を最も細かく調査している統計
は、「家計調査」である。これはサンプル調査
であり、日本全体の規模では分析に役立つが、
県単位ではサンプル数が少なく所得階級を詳し
く調べることはできない。山梨県の場合は「甲
府市」と「北杜市明野町」で併せて約120世帯
を調査しているだけである。
　一方、給料の動向を毎月調べている「毎月勤
労統計調査」という統計がある。しかし、この
統計は各産業の全国及び都道府県の平均値を出
すことを目的としており、所得階級については
調べていない。さらに、最近では平成15年に
施行された「個人情報保護法」により、個人デ
ータの公表は禁止されている関係で、各個人の
所得のデータは調査しにくい状況にある。
　そこで考えられる方法が、「税務統計」を使
って推計する方法である。税金は必ず所得があ
る場合は納税しなければならないので、税金か
ら逆算することで所得額が推計できる。「雇用
者報酬」に該当する税務統計は、主に「所得税
の源泉徴収税」であり、「個人企業所得」に該
当するものは、主に「所得税の申告税」である。
これらのデータを取得してそれぞれの所得階級
を推計することができる。
　「雇用者報酬」 　∝（比例）
「所得税の源泉徴収税」
　「個人企業所得」∝（比例）「所得税の申告税」
3 ．2　個人所得の推計方法
3 ．2．1　雇用者報酬の推計
　雇用者報酬とは主に給与所得のことであり、
給与所得は、個人に渡す前に源泉徴収義務者
（事業主）が所得税を前もって徴収することに
なっている。この前もって徴収する源泉徴収税
を、事業主が所轄の税務署に収めることになっ
ている。
　源泉徴収税は所得によって税率（累進課税）
がちがうので、源泉徴収税と税率から逆算する
ことで給与所得が計算できる。源泉徴収税は、
県民所得の実数と構成比 （単位：百万円） （単位：％）
項　　　目 Ｈ17実数 Ｈ8～Ｈ16の構成比（平均）
1 雇 用 者 報 酬 1,810,712 76.1
　（1）賃 金 ・ 俸 給 1,522,960 63.8
　（2）雇主の社会負担 287,752 12.3
2 財 産 所 得 50,554 4.0
　（1）一 般 政 府 △   38,880 △  1.8
　（2）家 計 88,501 5.6
　　①　利 子 △   17,837 1.3
　　②　配 当（受 取） 16,897 0.5
　　③　保険契約者に帰属する財産所得 75,863 3.3
　　④　賃貸料（受取） 13,579 0.6
　（3）対家計民間非営利団体 933 0.0
3 企業所得（法人企業の分配所得受払後） 395,153 20.0
　（1）民 間 法 人 企 業 76,988 7.2
　（2）公 的 企 業 38,413 1.2
　（3）個 人 企 業 279,752 11.6
　　①　農 林 水 産 業 37,152 1.7
　　②　その他の産業（非農林水・非金融） 93,106 4.6
　　③　持 ち 家 149,494 5.3
県民所得（要素費用表示）（＝1＋2＋3） 2,256,419 100.0
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全国に12か所ある国税局にまとめられた後、
最終的に国税庁から国の歳入となる。
　山梨県は、東京国税局に属しており、さらに、
東京都、神奈川県、千葉県が東京国税局に属し
ている。そこで、東京国税局が集計した源泉徴
収税について、すでに東京国税局が算出した所
得階級を利用する。
　まず、東京国税局内（東京都、神奈川県、千
葉県、山梨県）の 4 都県について、所得階級の
構成比を利用して、山梨県の源泉徴収税納税者
数（給与所得者）を按分（分解）する。この源
泉徴収税納税者数については次のようにして計
算する。山梨県の県民税納税者は源泉徴収税納
税者と申告税納税者の合計である。申告税納税
者数は東京国税局の統計でわかるので、源泉徴
収税納税者は県民税納税者数から申告税納税者
数を引いた値となる。
　次に、東京国税局内（東京都、神奈川県、千
葉県、山梨県）の各都県について、「毎月勤労
統計調査」により賃金格差を計算する。4 都県
では、納税者も所得格差も違うので、各都県の
常用雇用者数と平均給与を加重平均すること
で、その割合から山梨県の格差を計算する。そ
こで先ほど計算した泉徴収税納税者数の分解部
分をこの格差により補正を行なう。
　以上から、給与所得の所得階級を求めること
ができる。さらにこれから「雇用者報酬」につ
いて税務統計を利用して求めた所得を「給与所
得」という。これについて平成17年度の税務
統計が公表されているので、それを利用するこ
とにする。
　「雇用者報酬」≒「給与所得」
3 ．2．2　個人企業所得の推計
　個人企業は、第 1 次産業（農林水産業）、第
2 次産業（製造、建築業他）第 3 次産業（商業、
サービス業他）において個人が経営している企
業であり、所得税については、各自で所轄の税
務署に申告納税している。
　申告納税は各国税局で作成している所得階級
の統計を利用する。山梨県では 4 か所の税務署
（甲府、山梨、大月、鰍沢）で集計して所得階
級ごとに東京国税局で公表されている。その 4
か所の合計値が山梨県全体の個人企業所得とな
る。
　以上から、個人企業所得の所得階級を求める
ことができる。さらにこれから「個人企業所得」
について税務統計を利用して求めた所得を「申
告者所得」という。これについて平成17年度
の税務統計が公表されているので、それを利用
することにする。
　「個人企業所得」≒「申告者所得」
4 ．山梨県の個人所得の推計
　前述のとおり、
　「個人所得」＝ 「雇用者報酬」＋「個人企業
所得」
とすると、税務統計を用いたときは、
　「個人所得」≒「給与所得」＋「申告所得」
となる。
　以上の過程で、山梨県の個人所得について推
計するとともに、近県（東京国税局内）および
全国の個人所得について、それぞれ推計する。
　まず、平成17年度の山梨県の個人所得につ
いて推計結果を表15に示す。年間所得額が201
～300万円と101～200万円の階層に分類される
人が最も多く、構成比から19.7％と19.6％とそ
れぞれ全体の 2 割近くを占めている。さらに、
この 2 階層の合計は全体の 4 割を占めている。
つまり、本県の場合は、（年間）所得額が101
～300万円の所得者が最も多いことが分かる。
次に所得額が301～400万円の階層が多く構成
比も17.5％である。この階層と上記 2 階層の合
計（101～400万円）は、56.9％となり全体の
過半数を占めている。
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　次に、山梨県と近県（東京国税局管内）につ
いて推計結果を表16・表17に示す。本県と近
県の比較から、近県の各階層の状況は中心にな
る部分では本県と類似しており、201～300万
表15　山梨県の個人所得
表16　東京国税局管内（近県）の個人所得
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円と101～200万円の階層が最も多く、構成比
で20.0％と19.9％とそれぞれ全体の 2 割近くを
占めている。さらに、この 2 階層の合計は全体
の 4 割を占めている。また、301～400万円の
階層を追加した 3 階層の合計（101～400万円）
は、本県は56.9％であったが、近県も55.2％と
ほぼ同じ割合である。しかし、100万円以下の
階層は本県の方が 5 ポイントも構成比が大き
い。さらに、1,001万円以上の構成比の総和で
は、近県は9.0％であるが、本県は2.8％と 3 倍
もの格差がある。以上から本県は近県と比較し
て100万円以下の階層が多く、逆に1,001万円
以上の高額所得者が少ないことが明らかになっ
た。
　さらに、山梨県と全国の個人所得について推
計結果を表18・表19に示す。ここで、全国と
は全国12箇所にある国税局の数値を合計した
ものである。年度及び推計方法も同じなので比
較することが可能である。該当件数の桁が違
うので構成比で比較することとする。全国の各
階層の状況で中心になる部分は、101～200万
円、201～300万円と301～400万円の階層であ
り、構成比はそれぞれ15.8％、16.7％と16.3％
である。中心となる階層は同じであるが、3 階
層の合計は本県が56.9％であり全国は48.8％と
1 割近く本県の方の割合が高い。また、100万
円以下の階層は本県の方が 5 ポイントも構成
比が大きい。さらに401万円～1,500万円の構成
比の総和では、全国は41.4％であるが、本県は
28.9％と10ポイント以上も格差がある。以上か
ら本県は全国と比較して100万円以下の階層が
多く、逆に401万円～1,500万円の所得者が少な
いことが明らかになった。
表17　山梨県と東京国税局管内（近県）の個人所得の比較
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表18　全国の個人所得
表19　山梨県と近県と全国の個人所得の比較
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5 ． 山梨県の人口および個人所得に関す
る考察
　上述のように、山梨県の人口は平成12年の
888千人をピークに減少を始めており、今後
とも減少することが予測（推計）される。最
新の山梨県常住人口（平成20年 8 月 1 日）は
873,393人であった。主な減少原因は出生率（合
計特殊出生率）の低下であり、平成16年には
1.29（全国値）まで下がったことによる。全国
では平成22年から減少を始めると予測される
ので、本県の方が全国よりも減少始期が 5 年早
いことが分かった。
　個人所得に関しては、年間所得額が101～
300万円の所得者が全体の 4 割を占めている。
近県や全国と比較して、本県は100万円以下の
階層が構成比で 5 ポイントも多いことが明ら
かになった。逆に1,001万円以上の構成比の総
和で、近県では9.0％であるが、本県は2.8％と
3 倍以上の格差があった。また全国と比較して
も、401万円～1,500万円の構成比の総和で、全
国は41.4％であるが、本県は28.9％と10ポイン
ト以上も格差があることが明らかになった。
　以上のように、山梨県の場合、将来人口の早
期減少と低所得者層の増大という 2 重苦が現
存する。道州制導入を前にして、この重大な課
題に真摯に対処しなければならない。
5 ．1　人口減少に関する考察
　山梨県の人口減少に関しては、いわゆる自然
減の他に、若い優秀な人材の継続的な県外流出
という大きな問題がある。
　山梨県の人口減少に関する根本的な原因のひ
とつは、高校生が大学進学のため主に東京の国
公私立大学に進学することにある。その多く
は、首都圏の大企業などに就職し、そのまま居
住し続ける。年老いた親を東京に呼び寄せる場
合も多いであろう。この流れは、昭和40年代
ころから現在に至るまで不変である。統計的な
裏付けはないが、山梨には核となるような地場
産業も地元から生まれた大企業もなく、しかも
東京に隣接しているため、他県よりもこのよう
な人材流出の比率が高いものと推測される。
　すなわち、端的に言うと、山梨に生まれ育っ
た優秀な人材が毎年東京に吸い取られるという
現象である。山梨県外への人口流出の絶対数も
問題であるが、文系・理系の能力の高い若者が
東京を中心とした県外へ出て行き、東京で子供
を産み育て、その多くは故郷山梨には帰っては
来ないという、厳然たる現実がある。ほとんど
の者は、故郷に錦を飾ることなく、事実上、故
郷を捨てるのである。
　この集大成として、政治・金融・産業・教育
・医療・文化等すべての分野において人材の層
が相当薄くなっている。このように量的のみな
らず質的に重大な問題を抱える山梨県の「人口
減少」という現象に歯止めを掛けるのは、非常
に難しいのであるが、あえていくつかの方策を
提起する。
（1）教育費を軽減する方策
　現在、学校のみならず塾など受験に関する教
育費は家計においてかなりのウェイトを占めて
いる。国立社会保障・人口問題研究所の調査
（2006年）によると、子供を持たない最大の理
由は教育費がかかり過ぎることである。20歳
代の夫婦で80％以上、30歳代の夫婦でも75％
以上がこのことを理由にしている。つまり、国
公私立学校および外部教育機関の経費の負担の
軽減策がほしいところである。
　また、最も教育費がかかる大学進学において
は、他県の大学に進む場合、学費のみならず生
活費が非常に大きな負担になっている。このよ
うな観点から、近い将来的に可能であれば、県
内の大学に一通りの学部がすべて揃うように新
たな学部を創設してほしい。
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　そのためには、県内にある大学相互が連携し
協議することが必要である。このような取り組
みが、最終的には県内の就職率の向上につなが
り、学生と社会人の他県への流出を減少させる
効果もあると考えられる。
　さらに、幼稚園から大学までの一貫教育を推
進強化することで、進学における各家庭の不安
を解消するとともに、教育費についても新たな
優遇措置を設定することが可能となる。
（2）山梨県へ移住したくなる環境づくり
　全国的に輸入食品安全性の問題が解決されて
いない。このような状況で、これからは第1次
産業を見直さなければならない時期に入ってい
る。自然が豊かな本県の場合、特にこれからは
新しい観点で農業を振興することで、近県また
は外国からの移住を促進すべきである。
　また、従来から行っているUターンやIター
ン就職支援を効果的にするためにも、県内企業
には、男女ともに育児休暇や介護休暇を取りや
すいことをアピールできるような改善を期待し
たい。特に、スキルを持った中高年層の転職に
は特別なメリットを付加してほしい。
　本県は、首都圏にありながら物価は高くない
ので住みやすいと思われる。東京国税局内（東
京都、千葉県、神奈川県、山梨県）の中では物
価が最も低く、全国物価地域差指数で、物価が
高い方から全国26位である。また、平成 3 年
度国民生活指標（豊かさの指標）で山梨県が「豊
かさ日本一」になっている。その指標が廃止さ
れる直前の平成10年度においても全国 4 位と
常に上位にランクされていた。所得階層が近県
や全国に比べ比較的低いにもかかわらず、生活
レベルに関する意識はそれほど低下してはいな
い。今後も本県の長所であるこの低物価化を維
持し、さらには促進していくことは最も重要な
ことである。
　さらに、退職後の再教育の場を提供すること
も有効であろう。UターンやIターンという形
で中途退職または定年退職後、山梨で再度仕事
をしたいという人を受け入れるために、再教育
を受けられる仕組みを作ることが大切である。
たとえば、昨年度から、本県の農業大学校では
農業や園芸などを再度勉強できる場を提供して
いるが、このような取り組みを他の県内の教育
機関で、様々な分野（工学・経営・法学など）
で実施できるのではないだろうか。
（3）子育ての積極的支援
　今まですでに年少者に対して行われてきた、
交通機関の行っている学割や各施設で行ってい
る入場割引などがある。さらに拡大して、赤
ちゃん同伴の母親は全ての交通機関、たとえば
民間のタクシーも無料化するなど出産後1年間
は、病院などに行くことへの便宜を特別に図る
ことも有効であろう。（最終的に上記運賃は行
政で補填する。）
　子育てのメンタル的サポートとして、初めて
母親になる不安を軽減や山梨に移住してきた母
親のサポートを目的としたNPO団体の立ち上
げなどに、地域行政部門はより積極的に関与し
てもらいたい。
　さらに、男性が育児休暇を取得することをむ
しろ評価するような組織作りを期待したい。内
閣府が推進する仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）を可能とする働き方の見直し
も行政は積極的に行わなければならない。
　これからは女性が正社員を継続していかなけ
れば日本の労働人口は不足してしまう。そのた
めには、税法上の扶養条件を現行の年間給料収
入（配偶者）103万円以下から240万円以下（月
20万円の給料を可能にする）くらいに引き上
げるべきである。このことは国税庁が管轄であ
ろうが、このような既存のシステムを変える時
期に来ているのではないか。そこで 1 番問題に
なるのは所得税の減少であるが、これについて
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は所得税率の変更で対処できるのではないか。
また出産、育児休暇の後に、元の会社に必ず戻
れるなど会社組織の見直しも民間の会社は積極
的に行なうべきである。
（4）安心できる医療環境の確保
　現在、全国的に地方における医師不足が深刻
化している。特に、産科医が不足しており、こ
のことは病院の経営難など地方においてはさら
に深刻な問題である。まず、人口に応じた医師
の確保を国と県とが積極的に行わなければなら
ない。さらに、分娩費用の大幅な減額、できる
ことならば無料化を推進しなければならない。
医療保険料は厳しい状況ではあるが、出産にか
かわる優遇部分は最優先で予算化しなければな
らない。
　また、長期的に人口を維持できる水準（人口
置換水準）が2.07であることから、第 3 子以上
の出産には手厚い援助を各地域（市町村）で行
っていく必要がある。例えば、第 3 子以上を出
産すると育児費として100万円を支給したうえ
で幼稚園はすべての費用を市町村が負担するな
ど、できるだけ個人の負担を軽減する施策を考
えるべきである。
5 ．2　個人所得に関する考察
（1）積極的かつ手厚い企業誘致の推進
　県内大手土木建設企業の相次ぐ倒産ならびに
大手ＩＴ系企業の他県への一部移転や工場閉鎖
など暗い状況にある。今まで全国水準を上回っ
てきた「（月間）有効求人倍率」も平成20年 1
月に入って 1 倍を割っている。
　近県である静岡県や長野県に比べて、全国規
模の地場産業がほとんど育成されていない本県
においては、企業誘致が特効薬のように考えら
れる。しかしながら、誘致した企業に対するケ
アが欠如していると、巨額の移転費用をあてて
までも魅力ある他県に移ることになったＩＴ系
企業の二の舞になるであろう。
　所得の水準を維持し、さらに所得階層を 1 ラ
ンク上にするためには、行政は他県からの積極
的な企業誘致を引き続き行うとともに、誘致し
た企業に対する個別的な支援や配慮を欠いては
ならない。さらには、税制上の優遇措置や優秀
な人材の育成や定着を図らなければならない。
（2）ベンチャー企業の本格的な育成
　県内には携帯電話の中に使われている部品や
材料などで世界市場でも大きな比率を占めてい
る優良企業もある。このように県内には技術的
に素性の良いシーズを持っている中小企業も少
なからず存在する。しかし、資金や人材不足で
適切な経営戦略を立てられない企業が多いのが
実態である。これらの可能性のある企業のマー
ケティング調査や営業販売戦略などの支援を行
政機関がもっと積極的に実施すべきである。
　また、大学など教育機関で起業の仕方など、
新しい教育が本県の産業のためにこれからは必
要である。このことについての取り組みを一部
の高校と大学で行われているが、さらにそれも
本格的に拡大していくことが、本県独自の企業
の誕生と雇用促進につながることになるであろ
う。さらに、既存の職業訓練にとらわれず、新
たな産業にも対応できる柔軟な職業訓練もこれ
からは実施していかなければならない。
（3）観光産業の支援強化
　本県のメリットは、まず自然が豊かなことで
ある。これを活かした産業である観光産業を今
まで以上に発展させるべきである。そのために
も富士山を始めとする日本を代表する観光資源
を、世界遺産に登録（Ｈ23年予定）できるよ
うに今後とも官民学協力して活動していかなけ
ればならない。
　しかしながら表20に示すとおり、観光費の
県予算の割合を平成20年度で調べると、予算
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総額4,353（億円）に対し、観光費は 8（億円）で、
予算総額に対する割合は0.2％に過ぎない。こ
の値はかなり少な過ぎるのではないだろうか。
なお、後でも述べるが、本県のこのような予算
配分にも問題があるのではなかろうか。
　この潜在的に有望な観光産業の発展によっ
て、関係する多方面の県内業者の所得を大いに
向上させる効果がある。
（4）県予算の効果的な配分について
　まず、表21に山梨県のＨ10年度とＨ14～Ｈ
18年度までの補正予算を含めた予算（一般会
計）とＨ19年度とＨ20年度は当初予算（一般
会計）を示す。土木費はＨ14～Ｈ20年度の 6
年間で半分以上減っていることがわかる。ピー
クはＨ10年度（約2,007億円）であり、その時
とＨ20年度を比較するとほぼ 3 分の 1 まで減
っている。Ｈ20年度の予算割合は、1 位が教育
費で全体の21.7％であり、2 位は土木費で18.0
表20　山梨県の観光費とその比率
表21　山梨県予算状況
山梨県の人口および個人所得データの推計と考察（齊藤　実・笠井　易）
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表22　平成20年度　都道府県別予算比較（一般会計、当初予算）
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(単岨百万円) (単位 %) 
順 順 総額に 総舗に
分 分 分 対する 分 対する 分土木関係費 敏育費関係 総額 土木都道府県 領都道府県 類都道府県 類 都道府県
関割係合費
類都道府県 教割育合費 類
位 位
1 東 京 753，482 部 東 京 790，875 部 東 京 4，413，676 部 1山 梨 18.0 目鳥 取 54.5 部
Z 北海道 336，787 回大 阪 706，4四 回大 阪 2，922，615 目 2 島 根 17.6 目神奈川 33.7 部
3 大 阪 291，600 目安 知 594，612 目北海道 2，908，964 目 3東 京 17.1 部 埼 宝 31. 8 目
4 愛 知 258，3凪 目神奈川 5喝6，544部 憂 知 2，254，250 目 4大 分 15.9 榔 千 業 29.1 目
5 兵 庫 248，595 目埼 五 546，585 目兵 庫 1，976，236 目 5富 山 15.8 目京 都 29.0 目
6 新 潟 179，317 目北海道 481，100 目埼 玉 1，718，153 回 6高 知 16.6 部 静 岡 27.6 目
7 橘 岡 177，800 目兵 庫 477，217 目神奈川 1，683，228 部 7 山 口 15.4 目熊 本 27.4 目
8 静 岡 172，859 目千 業 419，110 目橋 岡 1，534，900 目 日和'"山 15.3 目奈 良 27.0 目
9 埼 宝 172，513 日福 岡 401，600 目千 業 1，440，660 冒 9静 岡 15.3 日群 馬 26.8 日
10 茨 1I 168，334 目静 岡 311，825 日新 潟 1，183，420 冒 10神 縄 15.2 目滋 賀 26.6 目
11 神奈川 139，256 部 農 城 273，196 自静 岡 1，129，800 自 11新 鴻 16.2 目岡 山 26.4 目
12 千 業 125，860 目広 島 246，487 回茨 城 1，066，846 回 12茨 城 15.0 回愛 知 26.4 回
13 広 島 120，190 回京 都 23自， 100回宮 域 976，975 n 1113 育 薄緑 14.9 回禰 岡 26.2 回
14 長 野 114，737 都 新 渇 236，490 目広 島 942，760 U 1114 佐 賀 14.2 目広 島 26.1 目
15 血児島 112，478 目官 初主 21自，706目長 野 847，601 部 15奈 良 14.2 目茨 城 25.9 目
16 山 ロ 109，535 目福 島 215，136 自福 島 840，719 自 16鹿児島 14.1 目神 縄 25.6 目
17 脅 議 105，547 目長 野 20日，955部 京 都 822，400 目 17山 形 14..1 目福 島 25.6 目
18 橘 島 101，124 回初 木 189，500 目鹿児島 795，425 目 18群 馬 13.9 目三 重 25.1 目
19 長 崎 100，759 目鹿児島 189，061 目岐 阜 762，610 部 団長 崎 13.7 目初 木 24.9 目
20 岐 阜 95，279 部 岐 阜 183，505 部 栃 木 760，370 目 20長 野 13.5 部 長 野 24.7 部
21 大 分 93，908 都 三 重 181，247 目岩 手 737，756 部 21福 井 13.3 目大 阪 24.2 目
22 楊 木 92，000 目岡 山 180，826 目長 崎 736，907 回 22右 )1[ 13.2 目兵 庫 24.1 目
国税 馬 91，013 目棒 馬 175，161 回三 重 723，353 目 23宮 崎 13.0 目瞳 阜 24.1 部
且三
• 
90，962 目煎 本 169，053 目山 口 710，205 13112准 広 島 12.7 目鹿児島 23.8 目
25 神 縄 89，593 日長 崎 160，605 目育 量保 707，800 1311 25 兵 庫 12.6 日盈 媛 23.6 日
26 島 根 88，150 目脅 奈 151，567 目秋 岡 703，692 冒 26 重 12.6 目佐 賀 22.7 目
27 岡 山 85，101 目神 縄 151，213 自岡 山 6唱3，863自 27岐 阜 12.6 郁 和歌山 22.6 目
28 岩 手 84，153 部 岩 手 150，526 部 群 馬 653，731 回 28岡 山 12.4 回宮 城 22.4 回
29 富 山 83，306 目山 日 149，025 目嫡 本 日17，4951311 29 香 )1 12.4 部 宮 崎 21. 9 目
30 京 都 81，800 目愛 援 13日，凹4日大 分 590，205 部 30栃 木 12.1 目長 崎 21. 8 目
31 山 形 80，060 目滋 賀 131，072 目神 縄 590，112 冒 31福 島 12.0 目山 梨 21. 7 目
32 山 梨 78，554 目奈 良 124，030 自愛 緩 5咽6，250自 32愛 緩 11.7 目育 森 21. 4 目
33 和歌山 78，430 国富 崎 122，4B8 固山 形 567，211 回 33福 岡 11.6 固山 形 21. 4 回
担宮 域 75，556 回大 分 121，902 都 宮 崎 559，086 目 34北海道 11.6 回石 )1[ 21. 2 回
35 秋 困 74，064 目山 形 121，236 目富 山 526，368 1311 35 徳 島 11.5 目山 口 21. 0 目
36 官 崎 72，952 目秋 図 116，950 日石 )1[ 512，919 目 36!I 知 11.5 目大 分 20.7 部
幻量産 媛 68，396 目和歌山 115，323 目和歌山 511，180 目 37岩 手 11.4 郁 岩 手 20.4 郁
38 宥 )1[ 67，874 固有 )1[ 108，496 目島 根 501，199 回 38滋 賀 11.1 目香 )1 20.4 部
39 高 知 65，125 部 富 山 106，856 回滋 賀 493，557 目 39秋 回 10.5 目富 山 20.3 目
40 奈 良 64，986 目山 梨 94，543 目奈 良 458，937 1311 40 埼 玉 10.0 目新 漏 20.0 目
41 佐 賀 55，775 目島 根 93，643 目徳 島 453，481 目 41大 阪 10.0 目徳 島 19.7 目
42 滋 賀 54，799 目徳 島 89，468 目香 )1 436，436 部 42京 都 9.9 目島 根 18.7 目
43 香 )1 54，040 部 佐 賀 89，088 固山 梨 436，331 目 43千 業 8.7 目東 京 17.9 郁
叫徳 島 51，980 目香 )1 88，947 都 高 知 420，375 部 44神奈川 8.3 部 秋 岡 16.6 回
45 橘 井 41，433 目烏 取 57，245 部 佐 賀 393，034 1311 45 宮 域 7.7 目北海道 16.5 目
46 熊 本 38，789 日福 井 37，784 目福 井 310，771 61146 熊 本 6.3 日福 井 12.2 日
47 烏 取 3，741 都 高 知 自，714都 島 取 105，053 部 47鳥 取 3.6 部 商 知 2.1 部
平均 122，999 228，300 972，296 平均 12.7 23.7 
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疑予算分類によって多少の差異がある.
％である。
　表22には各都道府県の平成20年度一般会計
予算の土木関係費・教育関係費・総額の絶対値
と比率を示している。これらの数値は、各都道
府県の公開情報およびヒアリングによって調査
した結果である。（ただし、公表の関係で予算
額の分類は、部局別と目的別が混在している。）
この表に示すように、平成20年度山梨県当初
予算（一般会計）において、山梨県は、予算総
額では全国43位であり土木関係費では32位で
ある。しかし、予算総額に対する土木関係費の
割合は18.0％となり全国1位である。（ピーク時
であるＨ10年度はこの割合が32.7％であった。）
一方、教育関係費では全国40位であり、予算
総額に対する教育関係費割合は21.7％となり、
全国30位と低い方である。
　山梨県としても土木関係費は毎年削減してお
り、ピーク時に比べＨ20年度にはほぼ 3 分の
1 と行政的努力をしてきているが、未だに予算
割合が全国一と上位であるという実態がある。
そこで例えば、土木関係費の予算総額に対する
割合を全国平均である12.7％と同じ水準にする
と、5.3％（＝本県の予算割合－全国平均の予
算割合＝18.0－12.7）の削減となり、この削減
分を土木以外の事業に転用できる。具体的な額
では、本県の土木費78,554百万円（Ｈ20）の
5 ％（削減分）とすると3,928百万円すなわち、
40億円近い予算額を新たな山梨の活性化施策
に投入することが可能となる。この40億円を、
上述の少子化対策、産業活性化対策、雇用対策、
観光振興対策などに向けることで、山梨県の人
口の増加や個人所得の増加に繋がるのではない
かと期待される。もちろん、削減される土木関
係費で影響を受ける企業への様々なサポートを
先行することも重要である。
　さらに、表22から、全国の都道府県の土木
関係費割合と教育費割合を見ると、鳥取県が顕
著な特徴があることが分かる。すなわち、鳥取
県における土木関係費割合は全国最小、教育費
割合は全国最大である。同様の傾向は、予算規
模の大きさに関わりなく神奈川県・千葉県・埼
玉県・京都府・熊本県などで見受けられる。し
たがって、山梨県も今までの前例踏襲の査定を
一新して、硬直化しつつある概念からも脱却し
新たな予算配分バランスを考え直すことが、山
梨県の活性化に直結する早道であろう。予算経
費に関する部分では、このことを大きく期待し
ている。
結びにかえて
　山梨県の人口と個人所得の推計から、本県の
危機が既に始まっていることが定量的によく分
かる。近い将来、本県の人口は加速度的に減
少し、個人所得の伸びも期待できない状況にあ
る。上記の考察で述べたような人口と個人所得
の両側面からの打開策を推進することが重要で
ある。人口と所得の関係については、既存の人
口統計と経済統計からも明らかなとおり相関関
係が非常に高い。つまり、どちらかの施策が有
効に働くことで他方にも成果が出ることを意味
している。
　また、ここで考察してきた施策を行う主体
は、主に行政と民間と学校などいわゆる官民学
であり、この 3 者が連携して協力することが
このような大きな問題を解決する必須条件とな
る。
　一方、最近の人口学の分野では、人口の最適
値について議論がなされている。つまり、今ま
での経済的側面から視点を変え、人口を増やす
ことがはたして個人にとってメリットがあるの
かということである。子供を生みたくても生め
ない人などの事情を考慮すると新しい価値観が
生まれつつある。このように人口政策は先進国
では今分岐点に来ているのかも知れない。しか
し、ある一定の人口を維持することは、国や地
域においてはやはり重要なことであり、また、
山梨県の人口および個人所得データの推計と考察（齊藤　実・笠井　易）
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人口ついての施策がほとんど長期的になるの
は、赤ちゃんが大人になるのに20年はかかる
など、人口の性格上仕方のないことである。よ
って、「急げば回れ」の精神に基づき、今ここ
で地域としても有効な対策を行なわなければな
らない。
　筆者らも山梨に生まれ育ったが、県内外から
よく発せられる山梨県民の排他性や閉鎖性は自
他ともに認めるところである。社会構造のグロ
ーバル化が進展する現在、どのような分野にお
いても「井の中の蛙、大海を知らず」のままで
は全体的に衰退していくことは、自明の理であ
る。本稿で定量的に明らかにした山梨県の人口
と個人所得の推計結果、及び他県との比較結果
などを真摯に直視して、真剣に対策を講じなけ
ればならないときに至っている。
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